
（平成２２年１１月１０日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 22 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 21 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 24 件

国民年金関係 9 件

厚生年金関係 15 件

年金記録確認広島地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                    

  

広島国民年金 事案 1015 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成元年 12 月から４年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 40年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 62年３月から平成４年３月まで 

私は、平成４年３月 31 日にＡ医院を退職したが、同医院に勤務していた

５年間は、厚生年金保険に加入していなかったことが分かり、同年４月ご

ろ、Ｂ市Ｃ区役所のＤ出張所で国民年金の加入手続を行い、５年間分の保

険料を一括で納付した。 

当時、私は年金制度の知識が無かったため、国民年金の加入手続につい

ては、対応してくれた男性職員にすべて任せていたが、この手続で年金記

録に空白が無いことを確認したことを覚えている。 

保険料の納付については、退職金などのまとまったお金があったし、私

が約５年間分を一括納付したことを夫も覚えているので、未納及び未加入

とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ医院に在職中の５年間を国民年金の被保険者期間とするため、

Ｂ市のＤ出張所で国民年金の加入手続を行い、男性職員から手交された形態

の異なる数枚の納付書で、当該期間分の保険料を一括納付したと主張してい

るところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、Ｂ市の国民年金被保険者名簿

及びオンライン記録の保険料の納付日から、平成４年１月ごろに払い出され

たものと推定され、当該時点で、厚生年金保険の資格喪失日である昭和 62 年

３月 22 日にさかのぼって国民年金の第１号被保険者の資格取得日としたもの

と推定され、申立人の主張に不自然さはみられない。 

また、オンライン記録によると、いったん、平成元年 12 月の保険料は、平

成４年１月 28 日に納付済みとされ、平成３年度の保険料は、現年度納付され



                    

  

たところ、「厚生年金保険等加入」を理由として、４年５月 26 日に還付され

ていることが確認できる。 

しかしながら、申立人は、当該期間に厚生年金保険等の加入記録は無く、

当該還付理由に該当しないことから、行政上の事務処理に不備があったこと

がうかがえる上、Ｂ市では、「年度の途中で国民年金に加入し、保険料の全

納を希望した場合、当該年度分の納付書を手書きで作成する。また、過年度

保険料についても、時効消滅前までの保険料を一括で納付することを希望し

た場合は、１枚の納付書に年度の異なる期間をまとめて記載する。」として

おり、Ａ医院に勤務していた期間の国民年金保険料を一括で納付する意思が

あった申立人が、過年度保険料のうち、時効直前の平成元年 12 月分のみの納

付を希望するとは考え難い上、同市の納付書作成に係る取扱状況についての

上記回答を踏まえると、平成元年 12 月から３年３月分までの過年度保険料及

び平成３年度の現年度保険料の２種類の納付書が、申立人に手交されたと考

えるのが自然である。 

一方、申立期間のうち、昭和 62 年３月から平成元年 11 月までの期間につ

いては、４年１月の保険料納付時点で時効となるため、制度上、保険料を納

付することはできない期間である。 

その他の事情を含め総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平

成元年 12 月から４年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 

 

 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1634 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①において、平成５年１月 19 日から６年３月１日まで

の厚生年金保険料をＡ社により給与から控除されていたことが認められるこ

とから、申立人の同社における資格取得日に係る記録を５年１月 19 日に、資

格喪失日に係る記録を６年３月１日とし、当該期間の標準報酬月額を、５年

１月から同年 12 月までは 34 万円、６年１月及び同年２月は 53 万円とするこ

とが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： ① 平成５年１月から６年２月ごろまで 

             ② 平成６年３月ごろから７年５月まで 

    私の夫は、Ｂ社の事業主が設立した二つの会社に勤務していた。一社は、

申立期間①においてＡ社で、もう一社は、申立期間②においてＣ社で勤務

し、その間、給与から厚生年金保険料が控除されていたにもかかわらず、

厚生年金保険の加入記録が無いので、訂正してほしい。 

   （注）申立ては、申立人の内縁の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正

を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、平成５年１月 19 日から６年３月１日までの期間は、

申立人から提出された給与明細書及び申立人が赴任時に撮影したＡ社Ｄ支

店での写真により、申立人はＡ社に勤務し、当該期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

  また、当該期間に係る標準報酬月額については、給与明細書の厚生年金

保険料控除額から、平成５年１月から同年 12 月までは 34 万円、６年１月

及び同年２月については 53万円とすることが妥当である。 

一方、社会保険事務所（当時）の記録では、Ａ社は適用事業所としての



                      

  

記録が確認できないが、商業法人登記簿によれば、同社は昭和 63 年１月

11 日に株式会社の設立登記（平成９年６月３日解散）をしており、平成５

年１月 19 日から６年３月１日までの期間において法人であることが確認で

き、当該期間において、厚生年金保険法に定める厚生年金保険の適用事業

所の要件（法人の事業所又は事務所のうち、｢常時一人又は二人の従業員を

使用するもの｣（昭和 63 年２月 29 日付け社会保険庁通達））を満たしてい

たと判断される。 

  なお、事業主は、申立人の当該期間において強制適用の対象事業所であ

りながら、社会保険事務所に適用の届出を行っていなかったと認められる

ことから、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

２ 一方、申立期間②のうち、平成６年６月から同年 12 月までについても、

申立人から提出された給与明細書及び建物賃貸借契約書等により、申立人

は、Ｃ社で勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。 

しかしながら、ⅰ）Ｃ社に係る商業法人登記簿から、申立人が同社の役

員（取締役）であること、ⅱ）申立人の提出した名刺から、申立人がＣ社

Ｄ支店支店長であったこと、ⅲ）「Ｃ社（平成６年）６月度給与明細書」

の承認印欄に「Ｅ」と押印されていることが確認でき、申立人は、同社に

おける社会保険及び給与計算に係る事務に関与していなかったとは認めら

れない。 

また、申立人には、申立てに係る基礎年金番号に統合されていない申立

人のものと思われる国民年金の加入記録があり、その記録において平成６

年４月から７年６月まで国民年金保険料が申立人の申請により免除されて

いることが確認でき、申立人が申立期間②において厚生年金保険に加入し

ていなかったことを認識していたことがうかがわれる。 

 さらに、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律（以下「特例法」という。）第１条第１項ただし書では、特例対象者

（申立人）が、当該事業主が厚生年金保険の保険料納付義務を履行してい

ないことを知り、又は知り得る状態であったと認められる場合については、

記録訂正の対象とすることはできない旨規定されている。 

  これらのことから、申立人は、上記のとおり特例法第１条第１項ただし

書に規定される「保険料納付義務を履行していないことを知り、又は知り

得る状態であったと認められる場合」に該当すると認められることから、

申立期間のうちＣ社に勤務していた平成６年６月から同年 12 月までについ

ては、同法に基づく記録訂正の対象とすることはできない。 

３ 申立期間②のうち、平成６年３月から同年５月までの期間及び７年１月

から同年５月までの期間については、Ｃ社は適用事業所として確認できな



                      

  

い上、同事業所は既に解散していることから、申立人の当該期間に係る勤

務実態について確認することができない。 

また、前述のとおり、申立人は、当該期間においても国民年金の加入期

間であり、国民年金保険料が申立人の申請により免除（平成６年３月を除

く。）されていることが確認できる。 

  さらに、申立人が当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを証する関連資料（給与明細書等）は無い。 

  加えて、当該期間のうち、平成７年４月１日から同年５月 31 日まではＣ

社とは別の事業所に係る雇用保険の加入記録がある。 

  このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②のうち、平成６年３月

から同年５月までの期間及び７年１月から同年５月までの期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1635 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間のうち、平成 13 年１月１日から 14 年 10 月１日までの期

間について、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、

申立人が主張する標準報酬月額であったことが認められることから、当該期

間の標準報酬月額に係る記録を 26万円に訂正することが必要である。 

また、申立期間のうち、平成 14 年 10 月１日から 20 年４月６日までの期間

について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められることから、14 年 10 月から 17 年

６月までは 26 万円、同年７月は 14 万 2,000円、同年８月から 20 年３月まで

は 26万円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料（訂正前の標準

報酬月額に基づく保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 44年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 平成 13年１月１日から 20年４月６日まで 

私は、昭和 63 年 11 月から平成 20 年４月までＡ社に勤務していたが、退

職後に、13 年１月から退職するまでの標準報酬月額が、実際に支給された

給与よりも低額であることに気付いた。残っている給与明細書を見ると、

給与から控除された厚生年金保険料は記録されている標準報酬月額に比べ

て高額と思われるので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、平成 13 年１月から 14 年９月までの標準報酬月額につ

いては、オンライン記録によると、当初 26 万円と記録されていたところ、

14 年５月２日付けで遡及
そきゅう

して 20 万円に引き下げられていることが確認で

きる。 

また、申立事業所は、申立期間当時、厚生年金保険料を滞納していたが、

申立事業所に係る滞納処分票において、事業主が、平成 14 年４月 17 日に



                      

  

社会保険事務所に出向き、滞納額を減少させることについて相談し、これ

に対し、社会保険事務所が早急に 13 年１月改定の引下げ月額変更届を出す

よう指導しているのが確認できる。このことについて、申立事業所は、

「社会保険事務所の提案及び指導を受けて、遡及
そきゅう

して標準報酬月額を減額

することに応じた。」としている。 

これらを総合的に判断すると、平成 14 年５月２日付けで行われた遡及
そきゅう

訂

正処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所が行った当該

遡及
そきゅう

訂正処理に合理的な理由は無く、有効な記録訂正があったとは認めら

れない。このため、当該訂正処理の結果として記録されている申立人の 13

年１月から 14 年９月までの標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当

初届け出た 26万円に訂正することが必要と認められる。 

２ 申立期間のうち、平成 14 年 10 月から 20 年３月までについても、申立人

は、標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保険の保険

給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を改定

又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業

主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月

額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標

準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することになるところ、申立期間

のうち、14 年 10 月から 17 年６月までの期間及び 17 年８月から 20 年３月

までの期間については、申立事業所が保管する賃金台帳により、申立人が、

当該期間においてオンライン記録により確認できる標準報酬月額（13 万

4,000 円又は 20 万円）を超える報酬月額の支払いを受け、この報酬月額に

基づく標準報酬月額（28 万円から 53 万円）より低い標準報酬月額（26 万

円）に見合う厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間のうち、平成 17 年７月についても、同様にオンライン記

録により確認できる標準報酬月額（13 万 4,000 円）を超える報酬月額の支

払いを受けているが、当該報酬月額に基づく標準報酬月額（14 万 2,000

円）は、厚生年金保険料控除額に基づく標準報酬月額（26 万円）より低い

ことが認められる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立事業所が保管する

賃金台帳において確認できる厚生年金保険料控除額又は給与の総支給額か

ら、平成 14 年 10 月から 17 年６月までは 26 万円、同年７月については 14

万 2,000 円、同年８月から 20 年３月までは 26 万円とすることが妥当であ

る。 

なお、当該期間における申立人に係る保険料の事業主による納付義務の

履行について、事業主は実際の給料より低い報酬月額を届け出たとしてい

ることから、社会保険事務所は、申立人が主張する標準報酬月額に基づく



                      

  

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1642 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 15 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 49年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 18年 12月 20日 

私は、平成 18 年 12 月 20 日にＡ事業所から賞与を支給され、厚生年金保

険料が控除されているにもかかわらず、事業主が社会保険事務所(当時)へ

厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出していなかった。 

申立事業所は、この誤りに気付き、平成 22 年３月 11 日に当該賞与支払

届を提出したが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効

により納付できず、当該賞与支払届に基づく記録の訂正は行われたものの、

年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、年金額の計算の基

礎となるよう訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所が保管する給与台帳に基づき作成した平成 18 年冬期賞与計算書

により、申立人は、平成 18 年 12 月 20 日に支給された賞与から、15 万円の

標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されていたことが認

められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成

22 年３月 11 日に申立てに係る賞与支払届を提出したことが確認できること



                      

  

から、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1643 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 15 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 49年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 18年 12月 20日 

私は、平成 18 年 12 月 20 日にＡ事業所から賞与を支給され、厚生年金保

険料が控除されているにもかかわらず、事業主が社会保険事務所(当時)へ

厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出していなかった。 

申立事業所は、この誤りに気付き、平成 22 年３月 11 日に当該賞与支払

届を提出したが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効

により納付できず、当該賞与支払届に基づく記録の訂正は行われたものの、

年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、年金額の計算の基

礎となるよう訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所が保管する給与台帳に基づき作成した平成 18 年冬期賞与計算書

により、申立人は、平成 18 年 12 月 20 日に支給された賞与から、15 万円の

標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されていたことが認

められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成

22 年３月 11 日に申立てに係る賞与支払届を提出したことが確認できること



                      

  

から、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1644 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 24万 4,000 円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 18年 12月 20日 

私は、平成 18 年 12 月 20 日にＡ事業所から賞与を支給され、厚生年金保

険料が控除されているにもかかわらず、事業主が社会保険事務所(当時)へ

厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出していなかった。 

申立事業所は、この誤りに気付き、平成 22 年３月 11 日に当該賞与支払

届を提出したが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効

により納付できず、当該賞与支払届に基づく記録の訂正は行われたものの、

年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、年金額の計算の基

礎となるよう訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所が保管する給与台帳に基づき作成した平成 18 年冬期賞与計算書

により、申立人は、平成 18 年 12 月 20 日に支給された賞与から、24 万 4,000

円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されていたこと

が認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成



                      

  

22 年３月 11 日に申立てに係る賞与支払届を提出したことが確認できること

から、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1645 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 47 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 18年 12月 20日 

私は、平成 18 年 12 月 20 日にＡ事業所から賞与を支給され、厚生年金保

険料が控除されているにもかかわらず、事業主が社会保険事務所(当時)へ

厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出していなかった。 

申立事業所は、この誤りに気付き、平成 22 年３月 11 日に当該賞与支払

届を提出したが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効

により納付できず、当該賞与支払届に基づく記録の訂正は行われたものの、

年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、年金額の計算の基

礎となるよう訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所が保管する給与台帳に基づき作成した平成 18 年冬期賞与計算書

により、申立人は、平成 18 年 12 月 20 日に支給された賞与から、47 万円の

標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されていたことが認

められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成

22 年３月 11 日に申立てに係る賞与支払届を提出したことが確認できること



                      

  

から、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1646 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を９万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 18年 12月 20日 

私は、平成 18 年 12 月 20 日にＡ事業所から賞与を支給され、厚生年金保

険料が控除されているにもかかわらず、事業主が社会保険事務所(当時)へ

厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出していなかった。 

申立事業所は、この誤りに気付き、平成 22 年３月 11 日に当該賞与支払

届を提出したが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効

により納付できず、当該賞与支払届に基づく記録の訂正は行われたものの、

年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、年金額の計算の基

礎となるよう訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所が保管する給与台帳に基づき作成した平成 18 年冬期賞与計算書

により、申立人は、平成 18 年 12 月 20 日に支給された賞与から、９万円の標

準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されていたことが認め

られる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成

22 年３月 11 日に申立てに係る賞与支払届を提出したことが確認できること



                      

  

から、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1647 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 150 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 18年 12月 20日 

私は、平成 18 年 12 月 20 日にＡ事業所から賞与を支給され、厚生年金保

険料が控除されているにもかかわらず、事業主が社会保険事務所(当時)へ

厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出していなかった。 

申立事業所は、この誤りに気付き、平成 22 年３月 11 日に当該賞与支払

届を提出したが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効

により納付できず、当該賞与支払届に基づく記録の訂正は行われたものの、

年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、年金額の計算の基

礎となるよう訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所が保管する給与台帳に基づき作成した平成 18 年冬期賞与計算書

により、申立人は、平成 18 年 12 月 20 日に支給された賞与から、150 万円の

標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されていたことが認

められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成

22 年３月 11 日に申立てに係る賞与支払届を提出したことが確認できること



                      

  

から、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1648 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 33万 6,000 円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 56年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 18年 12月 20日 

私は、平成 18 年 12 月 20 日にＡ事業所から賞与を支給され、厚生年金保

険料が控除されているにもかかわらず、事業主が社会保険事務所(当時)へ

厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出していなかった。 

申立事業所は、この誤りに気付き、平成 22 年３月 11 日に当該賞与支払

届を提出したが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効

により納付できず、当該賞与支払届に基づく記録の訂正は行われたものの、

年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、年金額の計算の基

礎となるよう訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所が保管する給与台帳に基づき作成した平成 18 年冬期賞与計算書

により、申立人は、平成 18 年 12 月 20 日に支給された賞与から、33 万 6,000

円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されていたこと

が認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成



                      

  

22 年３月 11 日に申立てに係る賞与支払届を提出したことが確認できること

から、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1649 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 38万 6,000 円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 52年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 18年 12月 20日 

私は、平成 18 年 12 月 20 日にＡ事業所から賞与を支給され、厚生年金保

険料が控除されているにもかかわらず、事業主が社会保険事務所(当時)へ

厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出していなかった。 

申立事業所は、この誤りに気付き、平成 22 年３月 11 日に当該賞与支払

届を提出したが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効

により納付できず、当該賞与支払届に基づく記録の訂正は行われたものの、

年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、年金額の計算の基

礎となるよう訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所が保管する給与台帳に基づき作成した平成 18 年冬期賞与計算書

により、申立人は、平成 18 年 12 月 20 日に支給された賞与から、38 万 6,000

円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されていたこと

が認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成



                      

  

22 年３月 11 日に申立てに係る賞与支払届を提出したことが確認できること

から、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1650 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 47万 2,000 円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 35年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 18年 12月 20日 

私は、平成 18 年 12 月 20 日にＡ事業所から賞与を支給され、厚生年金保

険料が控除されているにもかかわらず、事業主が社会保険事務所(当時)へ

厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出していなかった。 

申立事業所は、この誤りに気付き、平成 22 年３月 11 日に当該賞与支払

届を提出したが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効

により納付できず、当該賞与支払届に基づく記録の訂正は行われたものの、

年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、年金額の計算の基

礎となるよう訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所が保管する給与台帳に基づき作成した平成 18 年冬期賞与計算書

により、申立人は、平成 18 年 12 月 20 日に支給された賞与から、47 万 2,000

円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されていたこと

が認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成



                      

  

22 年３月 11 日に申立てに係る賞与支払届を提出したことが確認できること

から、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1651 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 24 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 53年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 18年 12月 20日 

私は、平成 18 年 12 月 20 日にＡ事業所から賞与を支給され、厚生年金保

険料が控除されているにもかかわらず、事業主が社会保険事務所(当時)へ

厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出していなかった。 

申立事業所は、この誤りに気付き、平成 22 年３月 11 日に当該賞与支払

届を提出したが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効

により納付できず、当該賞与支払届に基づく記録の訂正は行われたものの、

年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、年金額の計算の基

礎となるよう訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所が保管する給与台帳に基づき作成した平成 18 年冬期賞与計算書

により、申立人は、平成 18 年 12 月 20 日に支給された賞与から、24 万円の

標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されていたことが認

められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成

22 年３月 11 日に申立てに係る賞与支払届を提出したことが確認できること



                      

  

から、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1652 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 30万 5,000 円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 18年 12月 20日 

私は、平成 18 年 12 月 20 日にＡ事業所から賞与を支給され、厚生年金保

険料が控除されているにもかかわらず、事業主が社会保険事務所(当時)へ

厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出していなかった。 

申立事業所は、この誤りに気付き、平成 22 年３月 11 日に当該賞与支払

届を提出したが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効

により納付できず、当該賞与支払届に基づく記録の訂正は行われたものの、

年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、年金額の計算の基

礎となるよう訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所が保管する給与台帳に基づき作成した平成 18 年冬期賞与計算書

により、申立人は、平成 18 年 12 月 20 日に支給された賞与から、30 万 5,000

円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されていたこと

が認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成



                      

  

22 年３月 11 日に申立てに係る賞与支払届を提出したことが確認できること

から、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1653 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 48万 5,000 円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 18年 12月 20日 

私は、平成 18 年 12 月 20 日にＡ事業所から賞与を支給され、厚生年金保

険料が控除されているにもかかわらず、事業主が社会保険事務所(当時)へ

厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出していなかった。 

申立事業所は、この誤りに気付き、平成 22 年３月 11 日に当該賞与支払

届を提出したが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効

により納付できず、当該賞与支払届に基づく記録の訂正は行われたものの、

年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、年金額の計算の基

礎となるよう訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所が保管する給与台帳に基づき作成した平成 18 年冬期賞与計算書

により、申立人は、平成 18 年 12 月 20 日に支給された賞与から、48 万 5,000

円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されていたこと

が認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成



                      

  

22 年３月 11 日に申立てに係る賞与支払届を提出したことが確認できること

から、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1654 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 15万 5,000 円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 18年 12月 20日 

私は、平成 18 年 12 月 20 日にＡ事業所から賞与を支給され、厚生年金保

険料が控除されているにもかかわらず、事業主が社会保険事務所(当時)へ

厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出していなかった。 

申立事業所は、この誤りに気付き、平成 22 年３月 11 日に当該賞与支払

届を提出したが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効

により納付できず、当該賞与支払届に基づく記録の訂正は行われたものの、

年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、年金額の計算の基

礎となるよう訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所が保管する給与台帳に基づき作成した平成 18 年冬期賞与計算書

により、申立人は、平成 18 年 12 月 20 日に支給された賞与から、15 万 5,000

円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されていたこと

が認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成



                      

  

22 年３月 11 日に申立てに係る賞与支払届を提出したことが確認できること

から、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1655 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 22 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 18年 12月 20日 

私は、平成 18 年 12 月 20 日にＡ事業所から賞与を支給され、厚生年金保

険料が控除されているにもかかわらず、事業主が社会保険事務所(当時)へ

厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出していなかった。 

申立事業所は、この誤りに気付き、平成 22 年３月 11 日に当該賞与支払

届を提出したが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効

により納付できず、当該賞与支払届に基づく記録の訂正は行われたものの、

年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、年金額の計算の基

礎となるよう訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所が保管する給与台帳に基づき作成した平成 18 年冬期賞与計算書

により、申立人は、平成 18 年 12 月 20 日に支給された賞与から、22 万円の

標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されていたことが認

められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成

22 年３月 11 日に申立てに係る賞与支払届を提出したことが確認できること



                      

  

から、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1656 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 52万 6,000 円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 18年 12月 20日 

私は、平成 18 年 12 月 20 日にＡ事業所から賞与を支給され、厚生年金保

険料が控除されているにもかかわらず、事業主が社会保険事務所(当時)へ

厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出していなかった。 

申立事業所は、この誤りに気付き、平成 22 年３月 11 日に当該賞与支払

届を提出したが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効

により納付できず、当該賞与支払届に基づく記録の訂正は行われたものの、

年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、年金額の計算の基

礎となるよう訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所が保管する給与台帳に基づき作成した平成 18 年冬期賞与計算書

により、申立人は、平成 18 年 12 月 20 日に支給された賞与から、52 万 6,000

円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されていたこと

が認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成



                      

  

22 年３月 11 日に申立てに係る賞与支払届を提出したことが確認できること

から、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1657 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 47万 9,000 円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 18年 12月 20日 

私は、平成 18 年 12 月 20 日にＡ事業所から賞与を支給され、厚生年金保

険料が控除されているにもかかわらず、事業主が社会保険事務所(当時)へ

厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出していなかった。 

申立事業所は、この誤りに気付き、平成 22 年３月 11 日に当該賞与支払

届を提出したが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効

により納付できず、当該賞与支払届に基づく記録の訂正は行われたものの、

年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、年金額の計算の基

礎となるよう訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所が保管する給与台帳に基づき作成した平成 18 年冬期賞与計算書

により、申立人は、平成 18 年 12 月 20 日に支給された賞与から、47 万 9,000

円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されていたこと

が認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成



                      

  

22 年３月 11 日に申立てに係る賞与支払届を提出したことが確認できること

から、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1658 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 43万 2,000 円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 35年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 18年 12月 20日 

私は、平成 18 年 12 月 20 日にＡ事業所から賞与を支給され、厚生年金保

険料が控除されているにもかかわらず、事業主が社会保険事務所(当時)へ

厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出していなかった。 

申立事業所は、この誤りに気付き、平成 22 年３月 11 日に当該賞与支払

届を提出したが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効

により納付できず、当該賞与支払届に基づく記録の訂正は行われたものの、

年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、年金額の計算の基

礎となるよう訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所が保管する給与台帳に基づき作成した平成 18 年冬期賞与計算書

により、申立人は、平成 18 年 12 月 20 日に支給された賞与から、43 万 2,000

円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されていたこと

が認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成



                      

  

22 年３月 11 日に申立てに係る賞与支払届を提出したことが確認できること

から、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1659 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間①に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 大正 13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 昭和 19年 10月１日から 22年４月１日まで 

         ② 昭和 22年４月１日から 25年４月１日まで 

私は、昭和 19 年６月１日にＡ社Ｂ支店で厚生年金保険の被保険者資格を

取得して、25 年４月ごろまで働いたにもかかわらず、22 年４月１日に退職

して、同年５月 15 日に申立期間①に係る脱退手当金を受給した記録となっ

ている。当時は脱退手当金制度を知らなかったので、自分で請求手続をす

ることはあり得ず、脱退手当金を受給した記憶も無い。 

また、申立期間②も、同支店で継続して働いていたので、記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申

立人は、昭和 19 年６月１日にＣ社(当該名簿にはＡ社Ｄ営業所の名称が併

記されている。)で被保険者資格を取得後、21 年４月１日に資格を喪失し、

同日にＡ社Ｂ支店で資格を取得し、22 年４月１日に資格を喪失しているこ

とから被保険者期間は 34 か月となるところ、当時の正規の脱退手当金の支

給要件は、３年以上の被保険者期間を必要とすることから、申立人は、こ

の支給要件を満たしておらず、また、その他の支給要件にも該当しない。 

    また、本来、脱退手当金の請求は、最終事業所で行うものであるが、申

立人に係る被保険者原票を見ると、事業所名としてＡ社Ｂ支店ではなく、

資格取得時のＣ社の記号のみが記載されている上、同原票には「全期間に

対応する名簿(紛失)」、「全部照合不能台帳 31.5.30 認定」の押印及び記

載があり、申立期間当時の支給状況が確認できない。 



                      

  

    これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間①に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

２ 申立人は申立期間②について、申立事業所に勤務していたと申し立てて

いるが、同事業所は既に適用事業所でなくなっており、申立人の当該期間

に係る勤務実態について、確認することができない。 

また、昭和 21 年６月１日にＡ社Ｂ支店で厚生年金保険の被保険者資格を

取得している同僚は、申立人と一緒に働いた期間は１年程度であったと供

述している上、申立期間に同事業所で被保険者資格を取得している同僚４

人(昭和 22 年４月１日資格取得２人、同年９月１日資格取得１人、23 年９

月１日資格取得１人)は、申立人を知らないと供述していることを踏まえる

と、申立人が申立期間②において申立事業所に勤務していたとは考え難い。 

さらに、申立事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に欠番は無い

上、申立人は、申立期間②において、給与から厚生年金保険料を控除され

ていたか否かの記憶が明確でなく、ほかに申立人が、厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺

事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1667 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を昭和 48 年８月 16 日に訂正し、同年８月の標準報酬月額を 10 万 4,000 円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないものと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 48年８月 16日から同年９月３日まで 

私は、昭和 41 年３月 16 日にＢ社に入社し、同社がＡ社(現在は、Ｃ社)

に合併した後も、正社員として、継続して勤務した。 

しかし、昭和 48 年８月 16 日に同社Ｄ工場からＥ工場に異動した時の厚

生年金保険の加入記録が１か月間無く、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の承継事業所が保管する申立人に係る職員カードにより、申立人は、

申立期間において同社に継続して勤務(昭和 48 年８月 16 日に同社Ｄ工場から

同社Ｅ工場に異動)し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の昭和 48 年９月３日の

Ａ社における社会保険事務所（当時）の記録から、10 万 4,000 円とすること

が妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行した

か否かについて、申立事業所は不明としているが、事業主が保管している、

申立人がＥ工場へ異動した時の健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認

および標準報酬決定通知書における資格取得日が、申立人がＤ工場で被保険

者資格を喪失した昭和 48 年８月 16 日ではなく同年９月３日となっているこ

とが確認でき、事業主は届出誤りを認め、既に申立人に対して補償金を支払



                      

  

っている。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人がＥ工場へ異動した際の

資格取得日を昭和 48 年９月３日として届け、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る同年８月の保険料の納入告知を行っておらず、事業主は、申立

人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                    

  

広島国民年金 事案 1016 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 39 年２月から同年 11 月までの期間、42 年２月から 43 年 11

月までの期間及び 59 年 12 月から 60 年２月までの期間の国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 18年生 

住        所 ：  

          

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 昭和 39年２月から同年 11月まで 

         ② 昭和 42年２月から 43年 11月まで 

         ③ 昭和 59年 12月から 60年２月まで 

私は、申立期間のすべてについて国民年金加入手続及び保険料の納付に

は直接関与していないが、申立期間①はＡ郡Ｂ村（現在は、Ｃ市）で兄夫

婦と同居し、申立期間②はＤ市で働いていたが住民票はＢ村のままであっ

たので、兄又はその妻にお金を渡しており、その中から国民年金保険料を

納付してくれていたと思う。また、申立期間③は、Ｅ市で同居していた元

妻が納付してくれていたと思う。国民年金の記録が無いことに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人が所持する国民年金手帳の記号番号は、同手帳記号番号払出管理

簿から昭和 48 年４月 10 日に払い出されていることが確認できる上、申立

人に係る国民年金被保険者台帳及びＥ市が作成した国民年金カ―ドには資

格取得日が昭和 47 年 12 月１日となっていることから、申立期間①及び②

は未加入期間であり、制度上、保険料を納付することはできないほか、申

立人は、申立期間①及び②当時、兄及びその妻から国民年金手帳をもらっ

た記憶は無く、同手帳の話も聞いたことは無いとしている。 

また、申立期間①については、申立人が自分の国民年金の手続を行って

くれたと主張する兄及びその妻の国民年金の資格取得日は昭和 40 年８月

26 日となっており、当該兄及びその妻は未加入期間であることから、申立

人の国民年金加入手続及び保険料納付を行っていたとは考え難い。 



                    

  

さらに、申立期間②については、申立人はＡ郡Ｂ村に住民票はあったと

しているところ、申立人の兄は、同人の国民年金被保険者台帳から申立期

間②当時はＦ市に在住していたことが確認できる上、Ｃ市は、申立期間②

当時のＢ村役場での保険料納付は印紙検認方式であったと回答しているこ

とから、申立人の兄又はその妻はＢ村役場等に出向いて納付する必要があ

り、他市に在住していた当該兄又はその妻が納付を行ったとは考え難い。 

２ 申立期間③について、申立人は、申立期間③当時はＥ市に住んでおり、

国民年金保険料は同居していた元妻が納付していたと主張しているが、申

立人の元妻に係るＥ市作成の国民年金カ―ドによると、申立期間③当時、

当該元妻はＧ市に在住していたことが確認でき、申立人の主張と異なる。 

また、申立人に係る国民年金被保険者台帳及びＥ市作成の国民年金カ―

ドには、昭和 56 年６月１日の資格喪失日以降の加入記録は無く、このこと

から、申立期間は未加入期間であり、制度上、保険料を納付することはで

きない。 

  ３ 申立期間①、②及び③について、申立人が申立期間の保険料を納付して

いたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間①及

び②について、国民年金の加入手続及び保険料の納付を行ったとする申立

人の兄及びその妻は既に他界しているほか、申立期間③について、保険料

の納付を行ったとする同居の元妻も他界しており、当該申立期間に係る国

民年金の加入状況及び保険料の納付状況を確認できないなど、ほかに申立

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間①、②及び③の国民年金保険料を納付してい

たものと認めることはできない。 



                    

  

広島国民年金 事案 1017 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 41 年 10 月から 42 年９月までの期間及び 43 年３月から 46 年

10 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

また、昭和 48 年７月から同年 12 月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 21年生 

住        所 ：  

          

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 昭和 41年 10月から 42年９月まで 

         ② 昭和 43年３月から 46年 10月まで 

         ③ 昭和 48年７月から同年 12月まで 

私の独身時代の申立期間①及び②の国民年金保険料は、母が「あなたが

年をとったら国からお金がもらえるようにしてあるから。」と言って、兄

及び姉の保険料と合わせて毎回Ａ町役場の窓口で納付してくれていた。ま

た、私が離婚した後の申立期間③の国民年金保険料については、Ｂ町役場

の担当者から免除になるので納付しなくて良いと聞いた。申立期間の国民

年金の記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立期間①及び②について、申立人の国民年金手帳記号番号は、同手帳

記号番号払出管理簿から昭和 49 年１月 10 日以降に払い出されていること

が確認できる上、Ａ町の国民年金被保険者名簿を見ると、「資格取得年月

日」欄に 49.1.24 と記載され、「新規・再取得の別」欄には新規取得を示

す「新」に丸の表示が付されていることが確認でき、当該資格取得日はオ

ンライン記録とも一致していることから、申立期間①及び②は国民年金の

未加入期間であり、また、別の記号番号の払い出しの形跡も無いことから、

制度上、保険料を納付することができない。 

  また、申立人は、申立人の母親が申立人の姉及び兄（二男）の国民年金

加入手続を行い、保険料を納付していたとしているところ、申立人の姉に



                    

  

ついては、申立期間①のうち昭和 42 年度の保険料は過年度保険料として納

付していることが確認でき、申立人の兄については、47 年２月に国民年金

の加入手続を行い、さかのぼって約４年分の保険料を納付していることが

確認できることから、同人は、申立期間①及び②当時は国民年金には未加

入であり、これらのことは、申立人の母親が毎回役場の窓口で申立人の姉

及び兄の保険料を納付していたとする申立人の主張とは異なる。 

   さらに、国民年金の加入手続及び保険料の納付を行ったとする申立人の

母親は既に他界しているため、申立期間①及び②に係る国民年金の加入状

況及び保険料の納付状況を確認できない。 

２ 申立期間③については、申立人は申立期間③の国民年金保険料の免除申

請手続を行った際の詳細な記憶が無い上、申立人が所持する国民年金手帳

を見ると、「昭和 48 年度国民年金印紙検認記録」欄には昭和 48 年４月か

ら同年 12 月までは斜線が引かれ「保険料不要」と押印されていることが確

認できるとともに、申立人が免除申請手続を行った事情もうかがえず、上

記１のとおり申立人の国民年金被保険者資格の取得日は 49 年１月 24 日で

あることから申立期間③は未加入期間であり、制度上、免除申請を行うこ

とができない。 

３ このほか、申立期間①及び②については、申立期間の保険料を納付して

いたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期

間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらず、また、

申立期間③については、申立期間の保険料を免除していたことをうかがわ

せる周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたも

のと認めることはできず、また、申立期間③の国民年金保険料を免除され

ていたと認めることはできない。 

 



                    

  

広島国民年金 事案 1018 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 61 年１月から平成元年４月までの期間及び同年 12 月から２

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 61年１月から平成元年４月まで 

             ② 平成元年 12月から２年３月まで 

私は学生で県外にいたが、20 歳になった時に母親が国民年金に加入し、

保険料を納付してくれた。昭和 63 年３月に大学を卒業し自宅に戻ってか

らも、平成元年５月に厚生年金保険の被保険者資格を取得するまで、引き

続き母親が保険料を納付してくれた。その後、同年 12 月 30 日に厚生年金

保険被保険者資格を喪失してからも、母親が国民年金保険料を納付してい

るので未加入とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、オンライン記録から、平成元年５月に初めて厚生年金保険に加

入した際に厚生年金保険被保険者番号が付番されており、申立期間①及び②

の期間においては国民年金手帳記号番号が払い出された記録は無いことから、

申立期間①及び②は国民年金の未加入期間であり、制度上、国民年金保険料

を納付することはできない。 

また、申立人の国民年金の加入手続等を行ったとする申立人の母親は、申

立人の年金手帳については、申立人が平成７年４月に婚姻するまで母親が保

管し、婚姻の際、申立人に手渡したとしているが、その年金手帳は紛失した

ため、交付時期や手帳に記載された内容は不明としている上、上記のとおり

申立人に国民年金手帳記号番号が払い出された記録が無いことを踏まえると、

申立人の母親が所持していたとする年金手帳は、平成元年５月に申立人が厚

生年金保険に加入した際に発行された年金手帳であった可能性がうかがわれ

る。 



                    

  

さらに、申立人は、国民年金の加入及び保険料納付については直接関与し

ておらず、申立人の母親も、当時の記憶が明確ではなく、申立期間①及び②

当時の具体的な国民年金の加入及び保険料納付の状況が不明である上、申立

人及び申立人の母親が、当該申立期間の保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 

 



                    

  

広島国民年金 事案 1019 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 14 年４月から 17 年３月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 42年生 

    住     所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 14年４月から 17年３月まで 

区役所の職員か嘱託員か分からないが、女性が国民年金保険料の納付勧

奨で自宅に来た際、母子家庭で保険料を納付することが困難な旨を相談す

ると、免除申請をするように勧められ、平成 13 年から毎年１回、自宅に職

員又は嘱託員が来た時に手続をしていたのに、14 年４月から 17 年３月ま

でが未納となっているので、全額免除期間として記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、毎年１回、区役所の職員又は嘱託員が自宅に来た時に、免除申

請の手続をしていたと主張しているところ、申立期間は、国民年金保険料の

収納事務が国へ移管された平成 14 年４月以降の期間であることから、申立人

の自宅に訪問するとすれば、社会保険事務所（当時）の職員又は推進員とな

るが、申立期間当時、当該職員又は推進員が申立人の自宅を訪問したことを

確認できる資料等が無い上、申立人が毎年提出した免除申請について、複数

回にわたり連続して、行政側に事務処理誤りがあったとは考え難い。 

また、国民年金保険料免除・納付猶予申請書によれば、申立人は、申立期

間直後の平成 17 年４月から同年６月までの免除申請及び 17 年７月から 18 年

６月までの免除申請を、18 年３月９日に行っていることが確認できることか

ら、申立内容には不自然な点が見受けられる。 

さらに、申立人は、免除申請を行った時期を具体的に記憶していない上、

申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたことを示す関連資料

（申請書の控え、承認通知書等）は無く、ほかに申立期間の保険料が免除さ

れていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断



                    

  

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認める

ことはできない。 



                    

  

広島国民年金 事案 1020 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 11 年１月及び同年２月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年  月 日 ： 昭和 32年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 平成 11年１月及び同年２月 

私は、会社を平成 11 年１月に退職してすぐに、社会保険事務所（当時）

に行き、国民年金及び健康保険の資格取得の手続をした。当日、社会保険

事務所の窓口で平成 11 年１月分の国民年金保険料及び健康保険料（合計２

万 8,000 円前後）を納付するとともに、同年２月分の当該保険料は妻が翌

月に社会保険事務所で納付したにもかかわらず、申立期間が国民年金に未

加入となっているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金及び健康保険に加入するため社会保険事務所へ手続に

行き、当日、社会保険事務所の窓口で、平成 11 年１月分の国民年金保険料及

び健康保険料を納付するとともに、同年２月分の当該保険料は妻が翌月に社

会保険事務所で納付したと主張しているが、申立期間は国民年金の未加入期

間とされており、制度上、保険料は納付できない上、オンライン記録による

と、申立人は、申立期間が国民年金に未加入であったことから、平成 12 年８

月 21日に国民年金の適用勧奨対象者とされていたことが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る保険料を社会保険事務所で納付したとし

ているが、申立期間当時、現年度保険料を社会保険事務所で納付することは

できない上、全国健康保険協会Ａ支部によると、申立人は申立期間に健康保

険に任意継続被保険者として加入し、平成 11 年１月及び同年２月分の健康保

険料（月額２万 3,800 円）を平成 11 年２月 23 日に納付したことが確認でき

ることから、当該健康保険料と申立期間の国民年金保険料を混同している可

能性がうかがわれる。 

さらに、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示



                    

  

す関連資料(家計簿、確定申告書等)は無く、ほかに申立人が申立期間の国民

年金保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                    

  

広島国民年金 事案 1021 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 56 年９月の付加保険料を含む国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 56年９月 

    私は、申立期間当時、自宅に集金に来た子供会の役員に、納付書により

３か月分の付加保険料を含む国民年金保険料を渡していた。昭和 56 年９月

に就職したが、手元に昭和 56 年 10 月分以降の、３か月分の保険料をまと

めて納付できる納付書が残っていることから、同年９月分の保険料は同年

７月及び同年８月分と一緒に納付したと思っている。 

しかし、昭和 56 年９月は、厚生年金保険の加入記録があることから、国

民年金の保険料は還付されるはずであるにもかかわらず、還付を受けてお

らず納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 56 年 10 月分以降の、３か月分の保険料をまとめて納付で

きる納付書が手元に残っていることから、申立期間の付加保険料を含む国民

年金保険料を同年７月及び同年８月分と一緒に納付したと主張するが、子供

会の役員に納付した時期を記憶していない上、申立期間当時、申立人が居住

していたＡ市では、年度当初に、当該年度に係る３か月分の納付書と合わせ

て、１か月ごとの納付書も送付していたと回答していることから、申立期間

当時の保険料の納付状況は不明である。 

また、オンライン記録によれば、申立人は昭和 56 年９月１日に厚生年金保

険の被保険者資格を取得していることが確認できるところ、Ａ市が保管する

国民年金被保険者名簿によれば、国民年金の被保険者資格を同年９月１日に

喪失した旨の届出を、同年 10 月５日に行ったことが確認できる上、申立人が

所持する年金手帳にも、資格喪失日は同年９月１日と記載されている。 

さらに、申立人が申立期間の付加保険料を含む国民年金保険料を納付して



                    

  

いたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、申立人が記憶

する子供会の役員からも申立内容を裏付ける供述が得られず、ほかに申立人

が申立期間の付加保険料を含む国民年金保険料を納付していたことをうかが

わせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の付加保険料を含む国民年金保険料を納付してい

たものと認めることはできない。 



                    

  

広島国民年金 事案 1022 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 53 年 11 月から 55 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年  月 日 ： 昭和 29年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 53年 11月から 55 年３月まで 

私は、昭和 53 年６月当時失業していたことから、母親が心配して国民年

金に加入するとともに、町内会の集金人に保険料を納付していた。同年 11

月に就職したが、母親が引き続き国民年金保険料を納付していたので、申

立期間の納付記録が無いのは納得できない。 

なお、私の年金手帳には、昭和 53 年６月 11 日から 55 年３月 17 日まで

の国民年金の被保険者期間が記載されている。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、年金手帳に昭和 53 年６月 11 日から 55 年３月 17 日までの国民

年金の被保険者期間が記載されていることから、申立人の母親が申立期間の

国民年金保険料を納付していたと申し立てている。 

しかしながら、申立人は、申立期間の国民年金保険料の納付に関与してお

らず、申立人の保険料を納付していたとする申立人の母親は既に死亡してい

るため、保険料の納付状況は不明である。 

また、オンライン記録によれば、申立人は昭和 53 年 11 月６日に厚生年金

保険の被保険者資格を取得していることが確認できるところ、申立人が申立

期間当時居住していたＡ町が保管する国民年金被保険者名簿によれば、申立

人が就職した事業所名が記載されていること、及び厚生年金保険の加入期間

と重複する昭和 53 年 11 月分の国民年金保険料が同年 12 月 26 日に還付され

ていることが確認できることから、申立人の母親が申立人の申立期間に係る

保険料を納付していたとは考え難い。 

さらに、申立人が所持する年金手帳の国民年金の記録欄には、上記の記載

内容とともにＢ市の押印が認められることから、同市に照会したところ、同



                    

  

市は、「申立期間当時、申立人が勤務していた事業所の厚生年金保険の記録

が、当該手帳に反映されていない理由は不明である。」と回答している上、

申立人の母親が申立人の申立期間に係る国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料(家計簿、確定申告書等)は無く、ほかに申立人の母親が申立

人の申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                    

  

広島国民年金 事案 1023 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成４年８月から同年 11 月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 47年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 平成４年８月から同年 11月まで 

私は、Ａ事業所を平成４年７月末に退職した後、夏の暑い中、社会保険

事務所（当時）で加入手続を行い、再就職するまでの４か月間の国民年金

保険料を、郵送されてきた納付書により金融機関で納付したにもかかわら

ず、未加入となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金の資格取得日は、申立期間直後に再就職した事業所にお

ける厚生年金保険の被保険者資格を喪失した平成８年８月 31 日とされている

ことから、申立期間は、未加入期間のため、制度上、国民年金保険料を納付

することはできない。 

   また、オンライン記録及び申立人が所持している平成８年８月から９年１

月までの「平成８年度国民年金保険料納入通知書」の日付等によれば、申立

人が国民年金の加入手続を行ったのは、９年２月＊日の婚姻を契機に第３号

被保険者の届出を行った同年２月か３月ごろと推認され、その時点で付番さ

れた申立人の基礎年金番号は、過去に払い出された国民年金手帳記号番号が

存在する場合は同記号番号となるところ、申立期間直後に勤務した事業所の

厚生年金記号番号となっていることから、申立期間当時、申立人に国民年金

手帳記号番号が払い出されていたとは考え難い。 

   さらに、申立人が所持している年金手帳には、国民年金手帳記号番号及び

申立期間に係る国民年金被保険者期間の記載は無く、申立人は、年金手帳に

ついて、「年金手帳はＡ事業所でもらった１冊だけであり、社会保険事務所

で加入手続した時にはもらっておらず、別の年金手帳が実家に送付されてき

たことも無い。」としている上、申立人が申立期間当時に住民登録していた



                    

  

Ｂ市Ｃ区では、申立期間に係る国民年金手帳交付簿に申立人の名前は見当た

らないとしていることから、申立期間当時、申立人に国民年金手帳記号番号

が払い出されていた形跡は見当たらない。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                    

  

広島国民年金 事案 1024 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成９年９月から 12 年３月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 52年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成９年９月から 12年３月まで 

    私は、20 歳になって１年もたたないうちに、年金手帳が送られてきたが、

当時は学生であったため、Ａ町役場に行き国民年金の加入手続とともに保

険料の免除申請の手続を行ったにもかかわらず、申立期間が未納となって

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳になって１年もたたないうちに、年金手帳が送られてきた

ことから、Ａ町役場に行き保険料の免除申請の手続を行ったと主張している

が、申請の時期、回数、承認通知書の送付等について具体的な記憶が無い上、

申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたことを示す関連資料

（申請書の控え、承認通知書等）は無い。 

   また、オンライン記録に「手帳送付者」と記録されていること、及びＡ町

が保管する国民年金被保険者名簿（平成９年 12 月 10 日作成）に職権適用を

示す「職」の押印があることから、申立人は平成９年 12 月ごろに職権によ

り国民年金に加入したものと考えられ、その時点では、申立期間のうち、９

年９月及び同年 10 月は、制度上、さかのぼって免除の対象期間とはならな

い。 

   さらに、申立人が毎年行ったとする免除申請について、複数回にわたり連

続して、行政側に事務処理誤りがあったとは考え難く、ほかに申立期間の保

険料が免除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

     これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認める

ことはできない。 



  

広島厚生年金 事案 1632 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成３年５月から４年６月１日まで 

 私は、平成３年５月から４年５月末日までの間、Ａ市のＢ社に正社員とし

て入社し、同社が経営するＣという料理店で皿洗いや出前などをしていた。 

同社に入社時に、経理等を担当していた専務に、当時所持していたオレン

ジ色の年金手帳を提出し、退職時にその手帳を返してもらった記憶があるの

で、未加入とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人の申立事業所における具体的な記憶から、勤務の時期は特定できない 

が、申立人が申立事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、オンライン記録では、申立事業所が厚生年金保険の適用事業 

所であったことを確認できない上、申立事業所の事業主は、「当社は、厚生年

金保険に加入しておらず、給与から厚生年金保険料を控除していない。」とし

ている。 

また、申立事業所の事業主及び元取締役は、オンライン記録により、申立事

業所での申立期間に係る厚生年金保険の加入記録は無いことが確認できる。 

さらに、申立人は、申立事業所に入社時に、当時所持していたオレンジ色の 

年金手帳を専務に提出したと主張しているところ、同専務は、「社員が入社し

た際、当社は厚生年金保険に加入していないので、各人で国民年金に加入する

よう周知していたため、私は、誰の年金手帳も預かったことは無い。」として

いる。 

このほか、申立人が申立期間当時、厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立 



  

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

広島厚生年金 事案 1633 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 36年９月ごろから 38年６月１日まで 

私は、Ａ社を昭和 36 年８月に退職し、同社で一緒に勤務していた先輩と

同年９月ごろにＢ社を設立した。 

同社では役員を務めていたが、設立当初から厚生年金保険に加入し、給与

から保険料が控除され、健康保険証で近所の病院に通院したことを記憶して

いる。 

申立期間について厚生年金保険の加入記録が無いので、記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所の申立期間当時の事業主及びその妻の供述から、申立人が申立期

間において申立事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、オンライン記録により、申立事業所は昭和 38 年６月１日に

厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間当時は適用事業所ではなか

ったことが確認できる。 

また、申立事業所が保管する健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認及

び標準報酬決定通知書には、「新規適用」の印が押され、申立人は健康保険証

の整理番号＊番で、資格取得日は昭和 38 年６月１日と記載されており、同日

に申立人を含む５人が被保険者資格を取得していることが確認できる。 

さらに、申立期間当時の事業主は、「当時は個人事業であり、厚生年金保険

の適用事業所の要件に該当しなかったため、厚生年金保険には加入しておらず、

保険料も控除していなかった。従業員が５人になったので、昭和 38 年６月１

日に厚生年金保険の適用事業所の届出を行った。」と説明しているところ、申

立人と同日に資格を取得している同僚も、「自分は昭和 36 年 10 月ごろから勤



  

務したが、当時の従業員は事業主とその妻及び申立人の３人だった。その後、

しばらくして男性が入ってきて従業員が５人になった。申立期間は厚生年金保

険に加入していなかったと思う。」としている。 

加えて、オンライン記録により、申立期間当時の申立事業所の事業主及びそ

の妻は、申立事業所が昭和 43年１月 20日にＢ社となった後の同年２月１日に

申立事業所において厚生年金保険の被保険者資格を取得しており、当該事業主

は、申立人と同日にＡ社で厚生年金保険の被保険者資格を喪失後、申立期間に

係る厚生年金加入記録は無く、39 年９月から国民年金に加入し、当該事業主

の妻も 35年 10月に国民年金に加入して以降、申立事業所において厚生年金保

険の被保険者となるまで国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

このほか、申立人が申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

広島厚生年金 事案 1636 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 38年 10月から 39年９月まで 

私は、昭 38年 10月から 39年９月まで、Ａ社Ｂ支店に勤務した。 

しかし、申立期間の厚生年金加入記録が無く納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所の申立期間当時の事業主の妻及び同僚の供述から、申立人が時期

は特定できないものの、当該事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立事業所は、オンライン記録により昭和 39年８月 20日に

厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間のうち 38 年 10 月から 39

年８月 19 日までは適用事業所ではない上、申立期間に係る申立事業所及び申

立事業所の本店における健康保険厚生年金保険被保険者原票のいずれにおい

ても健康保険の整理番号に欠番は無く、申立人の原票は確認できない。 

また、申立人は、「私は、申立事業所の立上げの時から勤務し、私が申立事

業所にいた時は販売、集金、外交すべてを一人で担当しており、同僚はいなか

った。」としている一方、申立事業所が適用事業所となった昭和 39 年８月 20

日に申立事業所に係る厚生年金保険被保険者資格を取得している事業主の妻

は、申立人と一緒に勤務した期間は無い旨供述している上、申立事業所で同年

８月 21 日に被保険者資格を取得している者が二人確認できることから、申立

事業所が適用事業所となったときには、申立人は申立事業所を退職していたこ

とがうかがえる。 

さらに、申立人は、申立期間において、給与から厚生年金保険料を控除され

ていたかどうか覚えていないとしている上、申立期間当時の事業主は、既に死

亡しているため、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できない。 



  

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

広島厚生年金 事案 1637 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 34年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 63年２月 29日から同年３月１日まで 

私は、Ａ社に昭和 58 年４月１日から 63 年２月 29 日まで勤務し、同年３

月１日からＢ社に勤務した。また、63 年２月分の給与は、Ａ社から支払わ

れた。 

昭和 58 年４月１日に社会人になって以来、失業期間は無く、毎月給与は

支給されており、保険料納付の空白は無いはずであるのに、申立期間が未加

入期間となっており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が保管する申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者資格確認通知

書を見ると、備考欄に昭和 63年２月 28日に退職した旨の記載があり、資格喪

失日を同年２月 29 日として届出が行われたことが確認でき、雇用保険の加入

記録を見ても、申立人は、Ａ社を同年２月 28 日に離職していることが確認で

きる上、これらの記録は年金事務所の記録と一致している。 

また、申立人の戸籍の附票を見ると、Ｃ県には昭和 63年２月 27日に転入し

ているのが確認できる上、申立人は、実際に同年２月 29日までＡ社に勤務（在

籍）していたかは定かではないとしており、同年２月 29 日まで勤務していた

ことを示す資料も無いとしている。 

さらに、Ａ社及び申立人は、申立期間に係る保険料が給与から控除されてい

たことを証する資料（賃金台帳、給与明細書等）は無いとしていることから、

申立期間に係る保険料控除を確認することはできない。 

加えて、Ａ社及びＢ社は「Ａ社とＢ社間における転勤は無く、勤務場所が異

動する場合は出向か移籍であり、移籍の場合、形としては一度退職して、新た

に就職することになる。」と回答している。 



  

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

広島厚生年金 事案 1638 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 59年 10月から 60年６月まで 

    私は、昭和 59 年 10月から 60年６月まで、Ａ社に正社員として勤務した。

当時の給与明細書は残っていないが、厚生年金保険の保険料は給与から控除

されていた。会社には私を厚生年金保険へ加入させる義務があったはずであ

り、申立期間が未加入期間とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に申立事業所において厚生年金保険の加入記録のある者に文書照

会したところ、８人から回答があり、このうち２人が申立人を知っていると回

答しており、勤務期間は特定できないものの、申立人が申立事業所に勤務して

いたことは推認される。 

しかしながら、申立人の申立事業所に係る雇用保険の加入記録は無いほか、

事業主及び元同僚の説明から、申立事業所において、申立人とほぼ同時期に勤

務していたと推認される者がいるところ、同人の申立事業所に係る厚生年金保

険加入記録は見当たらないことから、申立事業所は、従業員全員を厚生年金保

険に加入させてはいなかったことがうかがわれる。 

また、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を見ても、申立

人の原票は確認できず、原票の整理番号に欠番も無い。 

さらに、申立人は、給与から厚生年金保険の保険料が控除されていたとして

いるところ、申立期間に係る保険料を給与から控除されたことを示す資料等は

無い上、申立事業所は既に解散しており、申立期間当時の事業主も申立事業所

に係る資料等は残っていないとしているなど、申立期間に係る給与からの保険

料控除について確認することはできない。 

このほか、申立期間について、事業主による給与からの保険料控除がうかが



  

える関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

広島厚生年金 事案 1639 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 55年４月 11日から同年 10 月 27日まで 

私は、昭和 54 年 12月１日にＡ事業所に就職し、56年２月 15日まで継続

して勤務しており、その間、一度も退職したことはない。 

しかし、昭和 55年４月 11日から同年 10月 27日までの厚生年金保険の加

入記録が漏れており、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所の当時の同僚の供述から、申立人が申立期間において、申立事業

所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立人の申立事業所における雇用保険の加入記録は、昭和

54 年 12 月１日から 55 年４月 10 日までの期間及び同年 10 月 27 日から 56 年

２月 14 日までの期間となっており、厚生年金保険の被保険者記録と一致して

いる。 

また、申立事業所が保管する労働者名簿には、｢雇入年月日が昭和 54 年 12

月１日、退職日が 55 年４月 10 日｣及び｢雇入年月日が昭和 55 年 10 月 27 日｣

と記載されており、申立人が昭和 55年４月 10日にいったん退社している記録

が確認できる。 

さらに、申立事業所が保管する｢健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確

認及び標準報酬決定通知書｣及び｢健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確

認通知書｣により、申立人は昭和 54 年 12 月１日に被保険者資格を取得し 55

年４月 11 日に被保険者資格を喪失した後、再度、同年 10 月 27 日に被保険者

資格を取得し、56年２月 15日に被保険者資格を喪失していることが確認でき、

申立期間については厚生年金保険に加入していないことが確認できるととも

に、申立人の厚生年金保険被保険者原票において、申立人が 55年４月 11日に



  

被保険者資格を喪失したことに伴い、同年４月 17 日に健康保険被保険者証を

返還していることが確認できる。 

加えて、申立事業所は、保管する資料からみて申立期間に係る厚生年金保険

料は控除しておらず、申立てどおりの届出も行っていないとしている。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

広島厚生年金 事案 1640 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成７年１月１日から同年４月１日まで 

私は、Ａ団体の指示により平成７年１月１日から同年４月１日までＢ事業

所に勤務したが、厚生年金保険被保険者としての記録が無く、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所及び複数の同僚の説明から、申立人が申立期間において、申立事

業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立人及び申立人の同僚の説明並びに厚生年金保険の記録か

ら、申立期間前後において６人（申立人を含む。）がＡ団体の指示により、交

替で３か月から１年間、申立事業所で勤務していたことが確認できるが、当該

６人の厚生年金保険の記録を見ると、申立事業所において３か月間勤務してい

た申立人及びその前任者２人は、申立事業所における加入記録が無いのに対し、

平成７年４月以降に６か月から１年間勤務していた申立人の後任者３人は、申

立事業所における加入記録が確認できる。このことから、申立事業所では、Ａ

団体を通じて申立事業所に勤務する者については、７年４月以前は厚生年金保

険に加入させる取扱いではなかったことがうかがえる。 

また、申立事業所が加入するＣ厚生年金基金は、｢申立期間当時の記録を保

存しているが、申立人の加入記録は無い。｣としているほか、申立人に係る雇

用保険の加入記録も無い。 

さらに、申立事業所は、｢申立期間における健康保険厚生年金保険被保険者

資格取得届及び資格喪失届の綴
つづ

りを保管しているが、その中に申立人の名前は

無い。｣としており、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の適用状況等につ

いて、確認することができない。 

加えて、申立人は、申立期間において給与から厚生年金保険料が控除され



  

たことを証する給与明細書等を所持しておらず、控除されていたか否かにつ

いては覚えていないとしている。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

広島厚生年金 事案 1641（事案 512の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 16年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ：  昭和 43年 10月１日から平成４年１月１日まで 

私は、昭和 43年 10月１日から平成３年 12月 31日までＡ社の事業主とし

て販売店を経営していた。従業員を雇い、厚生年金保険に加入していた。 

しかし、当該期間の厚生年金保険被保険者記録が無く納得できない。 

初回申立てに対する第三者委員会の決定後、Ａ社に係る健康保険厚生年金

保険の新規適用届が見付かり、Ｂ市が発行した国民健康保険の加入証明書を

入手したので、再度申し立てる。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人が申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを示す関連資料（給与明細書

等）は無いこと、ⅱ）申立事業所について、申立期間当時の厚生年金保険事業

所索引簿等で検索した結果、記録は無く、厚生年金保険の適用事業所ではなか

ったことが推認できること、ⅲ）申立事業所は平成３年１月に法人登記簿に係

る商号の名称変更を行っているが、当時の代表取締役は、「申立事業所は、申

立期間当時厚生年金保険の適用事業所ではなかった。」としていることなどか

ら、既に当委員会の決定に基づき、平成 21年２月 18日付けで年金記録の訂正

は必要でないとする通知が行われている。 

今回の申立てに当たり、申立人は、社会保険事務所（当時）に提出したとし

ている申立事業所に係る健康保険厚生年金保険新規適用届及び健康保険厚生

年金保険被保険者資格取得届を新たな証拠資料として提出しているが、当該二

つの資料には、社会保険事務所が受理したことを示す受付印は押されておらず、

また、当該資格取得届には、資格取得年月日は記載されているものの、標準報

酬月額の決定済額に係る社会保険事務所の記載が無いことから、社会保険事務



  

所がこれら届書を受理したとは考え難い。 

さらに、申立人は、Ｂ市が発行した「Ｂ市国民健康保険加入期間について（回

答）」を証拠資料として提出しているが、当該資料には、申立人が、申立期間

の一部を含む昭和 46 年 11 月１日から平成 10 年２月２日までの期間において

国民健康保険に加入していたことが記載されており、申立人が申立期間におい

て厚生年金保険に加入していたとする根拠とはならない。 

このほか、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこと

から、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

広島厚生年金 事案 1660 

 

第１ 委員会の結論  

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 47年秋ごろからの約６か月 

    私は、昭和 47 年秋ごろにＡ社に入社して、約６か月間は正社員として働

いていたにもかかわらず、申立期間の厚生年金保険の記録が無く納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び申立事業所の承継会社が保管する社員台帳により、

申立人が、申立期間のうち、昭和 47 年 10月９日から 48年１月 15日までの期

間において、申立事業所に勤務していたことが確認できる。 

しかしながら、当該社員台帳の申立人の氏名が記載されたページの社員 15

人について、厚生年金保険の加入状況を見ると、厚生年金保険の欄に記号番号

が記入されている 12 人についてはオンライン記録により、入社日から厚生年

金保険に加入していることが確認できるが、当該欄に記号番号が記入されてい

ない申立人を含む３人については、厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

また、申立事業所の承継事業所から提出のあった、申立期間当時の就業規則

によれば、「準社員」は試用期間である６か月を経過した後に「社員」として

本採用となることが規定されていることから、申立人は申立期間において準社

員（試用期間）であったものと推測され、厚生年金保険の加入について「社員」

とは異なる取扱いが行われていたものと考えても不自然ではない。 

さらに、申立事業所の被保険者原票によれば、申立期間において健康保険証

の整理番号に欠番は無く、申立人の名前も見当たらない上、申立事業所の承継

事業所は、「申立期間当時の資料が無く、準社員を厚生年金保険に加入させて

いたかどうかは不明である。」と回答している。 

加えて、申立人は申立期間において、給与から厚生年金保険料を控除されて



  

いたかどうか覚えていないとしており、ほかに申立人が申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる関連資

料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

広島厚生年金 事案 1661 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

               

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 48年 11月１日から 52年７月１日まで 

    Ａ社は、私が設立した会社で、社会保険の適用事業所となった昭和 48年

11月１日から 55 年 10 月 31日までの間、厚生年金保険料を納付したにもか

かわらず、申立期間の記録が無いことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所の元従業員の供述及び商業登記簿（昭和 46 年 11 月から 49 年１

月まで取締役、同年１月から 63年 10月まで代表取締役）から、申立人は申立

事業所で申立期間において勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、申立期間当時の申立事業所の会計担当者は、「申立人の厚生

年金保険料を控除していた期間があったことは記憶しているが、申立事業所が

厚生年金保険の適用事業所となった当初からであったかどうかは、はっきり覚

えていない。」としている上、他の従業員からも、申立人の申立期間における

厚生年金保険の適用状況及び保険料の控除について、申立内容を確認できる供

述は得られなかった。 

また、申立人の前任の代表取締役もその在任期間は申立事業所において厚生

年金保険に未加入となっている上、申立人が申立事業所を設立した当初から在

籍していたとする従業員も、厚生年金保険に未加入となっている。 

さらに、厚生年金保険記号番号払出簿によれば、申立人の申立事業所におけ

る厚生年金保険の被保険者資格の取得手続が昭和 52 年８月ごろに行われたこ

とが確認できることから、申立期間においては加入手続が行われていなかった

ものと考えられる上、申立事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票の申立

期間における健康保険証の整理番号に欠番は無く、申立人の名前も見当たらな

い。 

加えて、申立人が給与から控除されていたと主張する保険料額は、申立期間



  

当時の上限額を大幅に上回っている上、申立人が申立期間における厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたとする事実を確認できる給与明

細書等の資料は無く、このほか申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周

辺事情も見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

なお、当委員会では、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律（以下「特例法」という。）に基づき記録訂正が認められるか否か

を判断しているところであるが、特例法第１条第１項ただし書では、特例対象

者（申立人）が、当該事業主が厚生年金保険の保険料納付義務を履行していな

いことを知り、又は知り得る状態であったと認められる場合については、記録

訂正の対象とすることはできない旨規定されていることを踏まえると、仮に、

申立期間について、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認めることができたとしても、申立期間のうち、昭和 49 年１月 31 日から 52

年７月１日までの期間について、申立人は、申立事業所の代表取締役であった

ことから、特例法第１条第１項ただし書に該当すると認められ、当該期間につ

いては、同法に基づく記録訂正の対象とすることはできない。 



  

広島厚生年金 事案 1662 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 35年４月１日から同年８月１日まで 

私は、昭和 35 年４月にＡ株式会社Ｂ支社に入社し、正社員として同年７

月 31 日まで勤務していたので、厚生年金保険に加入していたと思っていた

が、この期間の厚生年金保険の加入記録が無く納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の記憶する上司及び同僚の供述から、勤務期間は特定できないものの、

申立人が申立事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立事業所において厚生年金保険の加入記録のある複数の同

僚は、「Ｂ支社では、採用後すぐには正社員扱いとせず、１年間は試用期間と

し、その間は厚生年金保険に加入させていなかった。」と供述している上、申

立期間当時の上司は、「採用後６か月は、試用期間があった。」としていること

などから、当時、申立事業所は、入社と同時にすべての従業員を厚生年金保険

に加入させる取扱いは行っていなかった可能性がうかがわれる。 

また、別の同僚は、「当時のＢ支社の方針により、入社時の学歴が大学卒業

者とそれ以外の者とでは、厚生年金保険の加入について区別していた。」と供

述しているところ、申立期間当時、申立事業所に採用され、学歴が判明した

10人のうち大学卒業者４人は、入社と同時に厚生年金保険に加入しているが、

高校卒業者６人は入社からほぼ１年後に加入となっていることが確認できる

ことから、高校卒業でＢ支社に採用された申立人が厚生年金保険に未加入とさ

れたと考えても不自然ではない。 

さらに、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立期間に

おける整理番号に欠番は無く、申立人の名前も見当たらない上、申立事業所で

は当時の資料が残っていないことから、申立人の厚生年金保険の適用状況は確



  

認できないとしており、ほかに申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情

は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より控除されていたと認めることはできない。 



  

広島厚生年金 事案 1663（事案 67、285の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 昭和 24年 11月 18 日から 26年７月 31日まで 

         ② 昭和 28年２月１日から 30年７月 31日まで 

私は、昭和 23 年３月１日から 28 年１月 25日まで、Ａ社に継続して勤務

していたにもかかわらず、申立期間①の厚生年金保険の記録が無い。その間

は左手にケガを負ったことから、４か月程度入院の後、消毒等のため、事業

主の妻又は同僚に付き添われて通院していたため、製品の製造はできなかっ

たものの、火の用心などをしながら事業所内で生活し、治療代や生活費は事

業主からもらっていたことを記憶しており、当該期間の厚生年金保険の加入

記録が無いことに納得できない。 

また、私は、昭和 28 年２月１日から 30 年７月 31 日までＢ社で働き、関

連事業所であるＣ社から給与が出ていたので、厚生年金保険料も控除されて

いたはずである。 

同僚は、Ｃ社において厚生年金保険の加入記録があるのに、自分の記録が

無いのは納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、ⅰ）申立人の説明によれば、申立期間①における

Ａ社での業務内容（製品製造）は、「火の用心」であり、申立期間①以外に

おける業務内容と異なっており、雇用条件も異なっていたことが推認される

こと、ⅱ）申立人が、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる資料（給与明細書等）は無いことから、

既に当委員会の決定に基づき、平成 20 年５月７日付け及び同年 10 月 17 日

付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、新たな資料は無いが、第三者委員会の通知の中で、申



  

立期間①におけるＡ社での業務内容は「火の用心」とされているが、「火の

用心」以外にも仕事を行っていたので、その内容に納得できないと主張す

る一方、左手のケガのため、製品の製造はできなかったとも供述している。 

また、申立事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿では健康保険番

号に欠番は無く、申立期間に申立人の名前も無い上、申立事業所は既に適

用事業所ではなくなっており、事業主及び申立人が記憶する同僚も既に死

亡又は所在不明であることから、当時の勤務実態及び厚生年金保険の適用

状況を聴取することができない。 

さらに、申立人が一緒に勤務したと記憶する同僚についても、厚生年金

保険の加入記録がある者と無い者が見受けられることから、申立事業所は

すべての従業員を厚生年金保険に加入させる取扱いを行っていなかった可

能性がうかがわれる。 

２ 申立期間②については、申立人は、当初、申立事業所をＢ社として、申立

てを行ったが、ⅰ）Ｂ社での申立人の同僚二人の厚生年金保険の記録につい

て調査したところ、社会保険庁（当時）の記録から、申立期間においてＢ社

は厚生年金保険の適用事業所とはなっておらず、当該同僚二人が厚生年金保

険の被保険者である記録は見当たらないこと、ⅱ）Ｃ社での当該同僚二人の

記録を氏名検索したところ、昭和 27年 11月１日から厚生年金保険の被保険

者となっており、申立人の「同僚二人はＢ社で厚生年金保険の被保険者であ

った。」という主張と矛盾していること、ⅲ）Ｂ社と名前が類似する事業所

（２社）の健康保険厚生年金保険被保険者名簿にも、申立人及び当該同僚二

人の名前は無いこと、ⅳ）申立人が、申立期間②に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていた事実を確認できる資料（給与明細書等）

は無いことから、既に当委員会の決定に基づき、平成 20 年５月７日付けで

年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

  その後、申立人は、Ｃ社の給与明細書を添えて申立事業所をＣ社とする再

申立を行ったが、ⅰ）当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、

健康保険の番号に欠番は無く、申立人の厚生年金保険の資格取得日が昭和

30 年８月１日となっており、申立期間に係る加入記録は無い上、38 年５月

26 日に整理された名簿においても申立人の健康保険及び厚生年金保険の番

号は変更されていないことから、申立期間に別の番号が払い出されていたと

は考え難いこと、ⅱ）申立人は、申立事業所名義の２月から 12 月までの給

与明細書（何年の給与明細書かは不明）を提示しているが、そのうち２月か

ら８月までの給与明細書の健康保険料欄には保険料控除額の記載が無い上、

当該欄に保険料控除金額の記載のある９月から 12 月までの給与明細書につ

いて、保険料控除金額を健康保険料及び厚生年金保険料の合計額と仮定して

それぞれの保険料を算出したところ、厚生年金保険の被保険者期間となって

いる昭和 30 年８月の標準報酬月額から算出した金額と一致することから、



  

当該給与明細書は申立期間後の明細書であると考えるのが自然であること

などから、既に当委員会の決定に基づき、平成 20 年 10月 17 日付けで年金

記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、新たな資料は無いが、Ｃ社の分工場であるＢ社（事業

主は、Ｄ氏）で、住み込みでＥ氏と一緒に働いていたと主張するところ、

申立人が記憶するＢ社の事業主の妻及び同僚Ｅ氏の供述を踏まえると、時

期は特定できないものの、申立人は、Ｃ社の分工場であったＢ社で勤務し

ていたことは推認できる。 

しかしながら、上記のＥ氏は「私と申立人は、Ｂ社で一緒に勤務したが、

私の記憶では、Ｂ社で勤務した期間は厚生年金保険に加入していなかった。

厚生年金保険に加入したのは、別の場所にあったＣ社の工場に異動してか

らだと思う。」と供述していること、及び申立人がＢ社の事業主であったと

するＤ氏についても、申立期間には厚生年金保険の加入記録が無く、申立

人と同様に昭和 30年８月１日にＣ社において厚生年金保険の被保険者資格

を取得している上、Ｄ氏の妻は、「昭和 30 年８月ごろに分工場を閉鎖して

夫婦でＣ社に移った。分工場が閉鎖されるまでは、工場長であった夫が給

与計算を行っていたが、申立期間に厚生年金保険料を控除していたかどう

かまでは覚えていない。」と供述していることを踏まえると、申立期間当時、

Ｃ社は、分工場で勤務していた者については、厚生年金保険に加入させる

取扱いは行っていなかった可能性がうかがわれる。 

３ このほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない

ことから、申立人は、申立期間①及び②について、厚生年金保険被保険者と

して厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めること

はできない。 



  

広島厚生年金 事案 1664（事案 539の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 54年ごろから 59年９月１日まで 

    前回の申立てに対し、第三者委員会から非あっせんの通知を受け取ったが、

昭和 54 年ごろから 59 年９月１日までの間、Ａ社で正社員として勤務し、

厚生年金保険に加入し、厚生年金保険料が給与から控除されていたはずで

あり、納得できないので再申立てをする。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間については、ⅰ）申立事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原

票には健康保険の被保険者番号に欠番が無く、申立人の名前も見当たらない

こと、ⅱ）申立人は国民年金に任意加入して、国民年金保険料を納付してい

ること、ⅲ）申立事業所の事業主は既に死亡しており、当時の勤務実態及び

厚生年金保険の適用状況を聴取することができない上、申立人が記憶する同

僚は申立人の厚生年金保険の加入に関する記憶が無いことから、既に当委員

会の決定に基づき、平成 21年３月５日付けで年金記録の訂正は必要ではない

とする通知が行われている。 

申立人は、今回の申立てに当たり、新たに同僚一人の名前及び申立事業所

の会計事務を行っていたとする会計事務所名を挙げているが、当該同僚は申

立人が申立事業所に勤務していたことは記憶しているものの、申立人の厚生

年金保険の加入に関する記憶が無い上、当該会計事務所は、「申立期間当時の

資料が無く、申立事業所の社会保険事務を行っていたかどうかは不明であ

る。」と回答していることから、申立人に係る勤務実態及び厚生年金保険の適

用状況は確認できない。 

また、申立事業所において厚生年金保険の加入記録がある同僚は、「自身の

都合で約１年間、厚生年金保険に加入していなかった。」と供述し、また、申



  

立人の元上司は、「会社から厚生年金保険が掛けられないので、国民年金に加

入してほしいと言われたことがあり、そのことなどが理由で退職した。」とし

ている上、高校を昭和 54年３月に卒業してすぐに申立事業所に入社したとす

る別の同僚の厚生年金保険の加入記録を見ると、同年６月までの加入記録が

無いことから、申立事業所は、すべての従業員を必ず厚生年金保険に加入さ

せる取扱いは行っていなかった可能性がうかがわれ、そのほかに委員会の当

初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

広島厚生年金 事案 1665（事案 548の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21年 11月から 23年８月まで 

    前回の申立てでは申立事業所をＡ社（Ｂ都道府県）としていたが、今回は

同社から出向していたとするＣ社（現在は、同社のＤ部門が独立し、Ｅ社）

で厚生年金保険に加入していた可能性があるので、同社を含めて再調査を

お願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間については、ⅰ）申立人が記憶するＡ社の所在地と同一の都道府県

内に同社と類似する名称の事業所が６社みられるが、いずれも申立期間後に新

たに厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間当時は社会保険事務所

に適用事業所としての届出をしていなかったものと推認されること、ⅱ）申立

人が出向先として主張するＣ社についても、申立人が記憶する同社の所在地と

同一の都道府県内に類似する名称の事業所が１社みられるが、申立期間後に新

たに厚生年金保険の適用事業所となったものであること、ⅲ）申立人が記憶す

るＡ社の所在地（Ｂ都道府県）を管轄する法務局では、当該事業所に係る商業

登記は確認できないこと、ⅳ）申立人が記憶するＡ社の元Ｆ担当責任者につい

ても、オンライン記録により、申立期間について厚生年金保険被保険者記録は

無いことが確認できること、ⅴ）申立人が記憶するＡ社の元Ｆ担当責任者及び

同僚８人については、死亡や所在不明により事情を聴取することができないこ

となどから、既に当委員会の決定に基づき、平成 21年３月 11日付けで年金記

録の訂正は必要ではないとする通知が行われている。 

申立人は、今回の申立てに当たり、Ａ社から出向していたとするＣ社で厚

生年金保険に加入していた可能性があるとしていることから、同社の本店及

び全国の支店、出張所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認したが、



  

申立人の名前は見当たらないことから、申立人の勤務実態について、確認す

ることができない。 

また、Ａ社の退職者名簿等から、申立人が記憶する同僚８人のうち４人の

所在が確認できたが、４人全員が申立期間において同社での厚生年金保険被

保険者記録は無い上、いずれの者も死亡しているため、事情を聴取すること

はできない。 

さらに、申立人は、Ａ社（Ｇ市）で昭和 25 年 12 月１日に厚生年金保険の

被保険者資格を取得し、26年２月 20日に資格喪失していることが確認できる

ものの、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所になったのは申立期間後の

24年３月１日であり、申立期間当時は適用事業所ではない。 

加えて、Ａ社（Ｇ市）の所在地を管轄する法務局では、同社に係る商業登

記は確認できないことから、申立人の記憶する所在地（Ｂ都道府県）に係る

Ａ社の特定はできず、そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事

情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

広島厚生年金 事案1666（事案973の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 明治 34年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： ① 昭和 23年５月１日から 25年４月１日まで 

             ② 昭和 47年７月１日から 55年３月 29日まで 

    昭和 55 年８月に夫が死亡した後、社会保険事務所（当時）に出向いて相

談した際に、遺族年金を受け取れないとの説明は受けたが、脱退手当金の説

明は無く、その受給を申請した記憶も無い。脱退手当金を受け取っておらず、

納得できないので再度審議してほしい。 

    （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間については、ⅰ）申立事業所の申立人に係る健康保険厚生年金保険

被保険者原票には、脱退手当金の支給を意味する｢脱｣表示が記載されていると

ともに、申立人の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪

失日から約 11 か月後、また、申立人が死亡した日から約６か月後の昭和 56

年２月 17 日に支給決定されており、支給対象月数も一致しているなど、一連

の事務処理に不自然さはうかがえないこと、ⅱ）申立人が昭和 55 年８月に死

亡したため、申立人の妻の代わりに、申立人の娘が社会保険事務所で年金の取

扱いについて相談した際、遺族年金を受給できない旨の説明を受けたとしてお

り、申立人の妻は、申立人に係る遺族年金を受給できないことを認識していた

と考えられ、脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえないことなどか

ら、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない

として、既に当委員会の決定に基づき、平成 21 年 12 月 25 日付けで年金記録

の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人の妻は再申立てを行っているが、新たな資料や情報は無く、申



  

立期間に係る脱退手当金を受給していないと主張するのみで、申立内容に委員

会の当初の決定を変更すべき新たな事情は認められず、そのほかに委員会の当

初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 


